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人権教育・啓発に関する基本計画（抄） 

 

(8) ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 

医学的に見て不正確な知識や思いこみによる過度の危機意識の結果、感染症

患者に対する偏見や差別意識が生まれ、患者、元患者や家族に対する様々な人

権問題が生じている。感染症については、まず、治療及び予防といった医学的

な対応が不可欠であることは言うまでもないが、それとともに、患者、元患者

や家族に対する偏見や差別意識の解消など、人権に関する配慮も欠かせないと

ころである。 

ア 略 

イ ハンセン病患者・元患者等 

ハンセン病は、らい菌による感染症であるが、らい菌に感染しただけでは

発病する可能性は極めて低く、発病した場合であっても、現在では治療方法

が確立している。また、遺伝病でないことも判明している。 

したがって、ハンセン病患者を隔離する必要は全くないものであるが、従

来、我が国においては、発病した患者の外見上の特徴から特殊な病気として

扱われ、古くから施設入所を強制する隔離政策が採られてきた。この隔離政

策は、昭和 28 年に改正された「らい予防法」においても引き続き維持され、

さらに、昭和 30 年代に至ってハンセン病に対するそれまでの認識の誤りが

明白となった後も、依然として改められることはなかった。平成８年に「ら

い予防法の廃止に関する法律」が施行され、ようやく強制隔離政策は終結す

ることとなるが、療養所入所者の多くは、これまでの長期間にわたる隔離な

どにより、家族や親族などとの関係を絶たれ、また、入所者自身の高齢化等

により、病気が完治した後も療養所に残らざるを得ないなど、社会復帰が困

難な状況にある。 

このような状況の下、平成 13 年５月 11 日、ハンセン病患者に対する国の

損害賠償責任を認める下級審判決が下されたが、これが大きな契機となって、

ハンセン病問題の重大性が改めて国民に明らかにされ、国によるハンセン病

患者及び元患者に対する損失補償や、名誉回復及び福祉増進等の措置が図ら

れつつある。 

政府としては、ハンセン病患者・元患者等に対する偏見や差別意識の解消

に向けて、より一層の強化を図っていく必要があり、以下の取組を積極的に

推進することとする。 

① ハンセン病に関する啓発資料の作成・配布、各種の広報活動、ハンセ

ン病資料館の運営等を通じて、ハンセン病についての正しい知識の普及

を図ることにより、ハンセン病に対する偏見や差別意識を解消し、ハン
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セン病及びその感染者への理解を深めるための啓発活動を推進する。学

校教育及び社会教育においても、啓発資料の適切な活用を図る。（法務

省、厚生労働省、文部科学省） 

② ハンセン病患者・元患者等に関しては、入居拒否、日常生活における

差別や嫌がらせ、社会復帰の妨げとなる行為等の問題があるが、そのよ

うな事案が発生した場合には、人権侵犯事件としての調査・処理や人権

相談の対応など当該事案に応じた適切な解決を図るとともに、関係者に

対しハンセン病に関する正しい知識とハンセン病患者・元患者等の人権

の重要性について理解を深めるための啓発活動を実施する。（法務省） 

③ ハンセン病患者・元患者等の人権問題の解決を図るため、法務局・地

方法務局の常設人権相談所において人権相談に積極的に取り組む。特に、

ハンセン病療養所の入所者等に対する人権相談を積極的に行い、入所者

の気持ちを理解し、少しでも心の傷が癒されるように努める。なお、相

談に当たっては、関係機関と密接な連携協力を図るものとする。（法務

省） 


